
■ワクチン接種の加速による経済復興に期待
　2021年 4 月のアジア開発銀行（ADB）「アジア開発見通し（ADO）」によると、2020年の東南アジ

ア地域の経済成長率はマイナス4.0％となり、アジア通貨・経済危機の影響を被った1998年以来のマ

イナス成長となった。2020年からの新型コロナウイルスの感染拡大により、防疫措置として移動や活

動に制限が加わり、生産・事業活動と国内外市場での消費低迷など、供給・需要の両面において多大

な影響がみられた。東南アジアは、企業が国際生産ネットワークを張り巡らせてきた地域であり、域

内分業が進んでいた。そのため、 1 カ国・地域でサプライヤーの生産が停止した場合、部品・原材料

の供給が寸断され、その影響がアジア地域やグローバル全体での生産ネットワークに波及した。その

結果、生産活動が次々と停止に追い込まれるといった問題が改めて認識されるようになった。

　国別では、フィリピン（マイナス9.6％）、タイ（マイナス6.1％）、マレーシア（マイナス5.6％）、

シンガポール（マイナス5.4％）、カンボジア（マイナス3.1％）、インドネシア（マイナス2.1％）、ラ

オス（マイナス0.5％）と、ASEANの大部分の加盟国がマイナス成長に追い込まれた。ミャンマー

（3.3％）とベトナム（2.9％）はプラス成長を堅持した。ベトナムは、2020年中にインドネシア、フィ

リピン、マレーシアといった主要国の新型コロナ感染状況が悪化する中、比較的抑制された状態を保

つことに成功した。加えて、世界的な電気・電子機器の需要増を受けて輸出が増加し、米中摩擦に起

因する外国直接投資の受け入れ増大などのプラス効果もあり、一人勝ちの様相を見せた。ミャンマー

も、2020年 9 月ごろから感染状況が悪化したが、2020年はプラス成長だった。

　2021年のASEAN各国の経済成長率は、主要国の統計をみると、マレーシア（第 1 四半期：マイナ

ス0.5％、第 2 四半期：16.1％）、シンガポール（1.5％、14.7％）、フィリピン（マイナス3.9％、

11.8％）、タイ（2.6％、7.5％）、インドネシア（マイナス0.7％、7.1％）、ベトナム（4.7％、6.6％）と、

いずれも前年からのV字回復がみられている。

　2021年の東南アジアの経済成長率見通しは、ADBは同年 4 月時点で4.4％としていたが、 9 月の改

定版では3.1％へと引き下げた。ADBは下方修正した理由として、新型コロナの感染再拡大に伴い、

複数国でロックダウンなど行動規制が実施されたこと、国によってワクチン接種が遅れていることを

挙げた。国別での見通しは、シンガポール（6.5％）、マレーシア（4.7％）、フィリピン（4.5％）、ベ

トナム（3.8％）、インドネシア（3.5％）、タイ（0.8％）となっている。シンガポール、マレーシアな

どは電気・電子機器を中心に輸出が好調な一方、タイで観光収入が激減した。また、ミャンマーでは

新型コロナの影響に加えて、2021年 2 月に国軍による権力掌握が起こり、経済活動、企業活動に大き

な影響がみられており、同年の経済成長率はマイナス18.4％と予想されている。

　なお、2022年の東南アジアの経済成長率について、ADBは5.0％と2021年よりも明るい見通しを示
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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している。遅れてはいるものの、東南アジアにおいてもワクチン接種が進んでおり、2022年での観光

客往来の再開などに期待する声も多い。国別にみると、ベトナム（6.5％）、マレーシア（6.1％）、フィ

リピン（5.5％）、インドネシア（4.8％）、シンガポール（4.1％）、タイ（3.9％）といった見通しになっ

ている。

■2020年のASEANの貿易総額は5.5％減
　ASEAN事務局の統計データベースである「ASEAN Stats」によると、2020年のASEANの輸出額

は、前年比2.0％減の 1 兆3,946億8,400万ドル、輸入額は9.0％減の 1 兆2,679億3,700万ドルと、輸出入

ともに減少した。貿易総額は5.5％減の 2 兆6,626億2,200万ドルに縮小した。

　品目別にみると、輸出構成比が大きい主要輸出品目は、電気機器（HS85、29.2％）、一般機械

（HS84、10.8％）、鉱物性燃料（HS27、7.3％）、貴石・貴金属（HS71、4.0％）、精密機器（HS90、

3.1％）であった。2020年にASEANからの輸出が拡大した品目としては、電気機器が挙げられる。

同品目は7.1％増の4,067億6,600万ドルとなり、寄与度でみると輸出全体を1.9ポイント押し上げた。同

年のASEAN主要国の輸出では、特にICT・コンピューターの中間財が輸出を牽引したことが分かっ

ており1、特にシンガポール、ベトナム、マレーシアなどで同財の輸出が拡大している。あらゆる製品

のIoT化により、従前から車載用などをはじめ集積回路・半導体などの需要が高まっていることに加

え、新型コロナの影響により在宅勤務や巣ごもり消費が進み、コンピューターや通信機器の需要が世

界的に拡大したことに起因する。

　輸入の構成比が大きい品目は、電気機器（27.9％）、一般機械（12.1％）、鉱物性燃料（11.4％）、プ

ラスチック（HS39、4.1％）、貴石・貴金属（4.0％）の順だった。輸出と同様に電気機器が8.5％増の

3,541億900万ドルと輸入全体を1.9ポイント押し上げた一方、鉱物性燃料は29.2％減の1,444億6,700万ド

ルと減少し、寄与度では4.3ポイント下押しする結果となった。石油をはじめとするエネルギー価格

が2020年 4 ～ 5 月に大きく下落したことと、急激な新型コロナの感染拡大により燃料需要が縮小した

ことが要因とみられる。ASEAN主要国などで、全体的に燃料の輸入は減少する傾向がみられた。

　相手国・地域別にみると、貿易総額の構成比ではASEAN域内（21.3％）、中国（19.4％）、米国

（11.6％）、EU27（8.5％）、日本（7.7％）、韓国（5.8％）の順となった。日本はASEANの対話パート

ナーとして 5 番目に大きく、国単位では米中に次ぐ 3 位の貿易相手となっている。

　輸出を相手国・地域別にみると、最大の仕向け地はASEAN域内で、10.3％減の2,980億8,700万ドル

（構成比21.4％）であった。域内ではシンガポール向けが3.5％増の655億7,300万ドルと増加したが、

マレーシア向けは16.1％減の562億2,300万ドル、タイ向けは12.6％減の435億500万ドルであった。

ASEANに続いて、中国は7.8％増の2,184億4,400万ドル（15.7％）、米国は14.9％増の2,112億700万ドル

（15.1％）と、米中とも増加した。他方、EU27は3.2％減の1,301億5,100万ドル（9.3％）、日本は6.8％

減の1,024億2,200万ドル（7.3％）と縮小した。

　輸入を国・地域別にみると、最大の輸入相手は構成比で23.5％を占める中国で、2.3％減の2,984億

1　‌2021年 6 月23日付地域・分析レポート「2020年のASEANの貿易、ICT・コンピュータの中間財輸出が拡大」

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。

― 2 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   2 2020/12/04   9:40:31

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ
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イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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3,600万ドルと微減した。続いて21.1％を占めるASEANが10.8％減の2,678億600万ドルと減少し、マ

レーシアは6.3％減の719億9,500万ドル、シンガポールは18.5％減の509億5,400万ドル、タイは14.3％減

の503億1,100万ドルと軒並み減少した。日本は12.5％減の1,016億1,200万ドル、米国は12.5％減の971億

3,100万ドル、EU27は13.1％減の960億8,600万ドルと、主要輸入国・地域でみると、中国以外はほとん

ど 2 桁減であった。

■2020年のASEANへの外国直接投資、米国が2年連続首位
　「ASEAN Stats」によると、2020年のASEANの対内直接投資額（国際収支ベース、ネット、フ

ロー）は、24.6％減の1,373億4,200万ドルと大幅に減少した。業種別にみると、最大の割合を占めた

のは金融・保険（36.9％）で11.3％減の506億6,900万ドルだった。続いて、卸小売り・自動車整備

（19.5％）が4.6％減の267億7,200万ドル。製造（14.6％）は59.2％減の200億1,100万ドルと大幅に後退

した。

　投資の受け入れ国別にみると、全体の 3 分の 2 をシンガポールが占めており、同国への投資は

20.6％減の905億9,800万ドルとなった。続いて、13.5％を占めるインドネシアが22.2％減の185億8,100

万ドル、11.5％を占めるベトナムが2.0％減の158億ドルという順になった。他方、タイについては投

資の流出が流入を上回り、47億6,800万ドルの引き揚げ超過となった。

　投資国を国・地域別でみると、最大だったのは米国（構成比25.3％）で、0.5％増の347億5,000万ド

ルとなった。米国からの金融・保険への投資は2.6倍の231億3,900万ドルとなった。専門・科学・技術

活動が26.6％減の103億500万ドル、製造が31.8％減の65億1,300万ドルと投資額は大きかったが、前年

比 2 桁減と減少した。また、卸小売り・自動車整備で63億5,100万ドルの引き揚げ超過がみられた。

　続いて、ASEAN（17.0％）による

域内投資が5.4％増の232億9,000万ドル、

香港（8.7％）が6.9％減の119億8,200万

ドルの順となった。日本（6.2％）は

64.4％減の85億ドルと縮小したが、中

国、韓国を上回り、EUに次ぎ 5 番目

に大きい投資国となった。日本の投資

では、金融・保険が34億9,200万ドル、

表 １　ASEANの主要国・地域別輸出入
（単位：100万ドル、％）

輸出 輸入
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

ASEAN 332,312 298,087 21.4 △ 10.3 中国 305,413 298,436 23.5 △ 2.3
シンガポール 63,384 65,573 4.7 3.5 ASEAN 300,292 267,806 21.1 △ 10.8
マレーシア 67,006 56,223 4.0 △ 16.1 マレーシア 76,845 71,995 5.7 △ 6.3
タイ 49,783 43,505 3.1 △ 12.6 シンガポール 62,538 50,954 4.0 △ 18.5

中国 202,550 218,444 15.7 7.8 タイ 58,728 50,311 4.0 △ 14.3
米国 183,794 211,207 15.1 14.9 日本 116,119 101,612 8.0 △ 12.5
EU27 134,512 130,151 9.3 △ 3.2 米国 110,999 97,131 7.7 △ 12.5
日本 109,911 102,422 7.3 △ 6.8 EU27 110,562 96,086 7.6 △ 13.1
香港 92,206 95,987 6.9 4.1 韓国 97,127 95,954 7.6 △ 1.2
韓国 59,380 58,225 4.2 △ 1.9 台湾 79,043 84,457 6.7 6.8
合計（その他含む） 1,423,830 1,394,684 100.0 △ 2.0 合計（その他含む） 1,392,602 1,267,937 100.0 △ 9.0

〔出所〕ASEAN Stats

表 ２　‌�ASEANの対内直接投資＜国際収支ベース、ネット、フロー＞
（単位：100万ドル、％）

2018年 2019年 2020年
金額 金額 金額 構成比 伸び率

ASEAN 149,466 182,032 137,342 100.0 △ 24.6
シンガポール 75,954 114,158 90,598 66.0 △ 20.6
インドネシア 20,563 23,883 18,581 13.5 △ 22.2
ベトナム 15,500 16,120 15,800 11.5 △ 2.0
フィリピン 9,949 8,671 6,542 4.8 △ 24.6
カンボジア 3,213 3,663 3,625 2.6 △ 1.0
マレーシア 7,611 7,860 3,512 2.6 △ 55.3
ミャンマー 1,610 1,730 1,907 1.4 10.2
ラオス 1,358 756 968 0.7 28.1
ブルネイ 517 375 577 0.4 54.1
タイ 13,191 4,817 △ 4,768 △ 3.5 －

〔出所〕ASEAN Stats

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所

― 1 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   1 2020/12/04   9:40:31

2021

─3─

（ASEAN）



製造が30億2,700万ドルと 2 業種への投資が大きいが、両業種とも前年比で半分以下に縮小した。

　EUの投資は9.0％増の104億8,700万ドルであった。前年に引き揚げ超過だった金融・保険業が112億

7,200万ドルと大きく伸びた。また、卸小売り・自動車整備は60.2％減であったが35億7,200万ドルと

多くを占める。他方、専門・科学・技術活動は34億6,500万ドルの引き揚げ超過だった。

　中国の投資は15.1％減の76億2,000万ドルで、構成比で約 3 割を占める製造業への投資は30.9％減の

20億7,600万ドルと縮小した。不動産も13.4％減の17億3,500万ドルと減少した。一方、卸小売り・自

動車整備は52.7％増の12億8,700万ドルと拡大した。

■ASEAN包括的復興枠組みで新型コロナからの回復を目指す
　2021年、ASEANは新型コロナ禍からの復興をテーマとして、様々な枠組みの策定などの取り組み

がみられた。特に、2020年11月のASEAN首脳会議で採択された「ASEAN包括的復興枠組み

（ACRF）」の実現に向けて、ASEAN各国や対話パートナーによるプロジェクトが打ち出された。議

長国であるブルネイは2021年 1 月、復興、デジタル化、持続可能性の 3 分野をテーマにした13の目標

（優先経済成果物）を掲げ、非関税措置（NTM）を合理化する「NTMツールキット」、ASEANカナ

ダFTAの交渉開始、ASEAN投資円滑化枠組み（AIFF）の策定などを目指すとした。

　ASEANの経済統合については、2021年 4 月にASEAN経済共同体（AEC）ブループリントの中間

評価が発表され、単一市場・生産拠点の構築や競争力強化、経済連結性、中小企業育成、非ASEAN

諸国との統合深化などの複数分野で進展があったことが明らかになった。ASEANの協定としては、

2020年に署名されたRCEP協定の批准手続きに注目が集まった。発効条件としてASEAN 6 カ国の批

准が必要となるため、各国で国内体制の整備と批准手続きを進めている。2021年の発効を目指してい

る。また、ASEANにおける自動車部品の型式認証に関する相互承認協定（MRA）が2021年 1 月に

署名されたほか、同年 4 月にASEANサービス貿易協定（ATISA）が発効した。

　2021年 9 月に開催された第53回ASEAN経済相会合（AEM）では、ASEANの経済回復とデジタ

ル経済統合を加速するための「バンダル・スリ・ブガワン・ロードマップ」のほか、「ASEAN経済

共同体（AEC）循環経済枠組み」も承認された。同月に開催された第27回日ASEAN経済相会合で

は、2020年に発表された日ASEAN経済強靭化アクションプランを強化するため、「日ASEAN イノ

ベーティブ＆サステナブル成長プライオリティ」として、「産業」「都市部」「地方部」の 3 分野のイノ

ベーションとサステナビリティに焦点を当て、アクションプランのさらなる拡充を目指す方針が打ち

出された。また、2020年から立ち上がった「イノベーティブ＆サステナブル成長対話（DISG）」を基

点とした日ASEANのさらなる官民連携を促進していくことも盛り込まれた。

（お問い合わせ先）

海外調査部　アジア大洋州課 

ORF@jetro.go.jp

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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2021 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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